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在日米陸軍相模原住宅

地区計画とまちづくり
　鶴の原地区は、小田急小田原線相模大野駅の西約1.2㎞に位置し、交通の利便性に優れ、多くの戸建住宅とともに、
中高層の集合住宅が一部混在する地区であることから、集合住宅等の高層化や、敷地の細分化が予想されるため、
建築物等を計画的に誘導し、良好な居住環境の維持・保全や魅力ある市街地環境の形成を図ることを目標にした
地区計画が定められています。
　このような地区計画の趣旨をご理解いただき、まちづくりへのご協力をお願いいたします。

▼鶴の原地区 地区計画 計画図

● 地区の概要
地区計画区域 

● 壁面の位置の制限
隣地境界線から0.5m以上 

Ａ地区（第一種中高層住居専用地域 200/６0）

Ｂ地区（第一種中高層住居専用地域 200/６0）

地区の区分 

B地区

A地区

N



（平成25年 7 月 25 日  決定）

名     　　   称

位       　　 置

鶴の原地区地区計画

相模原市南区栄町及び相模大野５丁目

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

　本地区は、小田急小田原線相模大野駅の西約1.2㎞に位置し、交通の利便性
に優れ、多くの戸建て住宅とともに、中高層の集合住宅が一部混在する地区
である。
　今後は、立地条件などから、集合住宅等の高層化や、敷地の細分化が予想
されるため、建築物等を計画的に誘導し、良好な居住環境の維持・保全や魅力
ある市街地環境の形成を図ることを目標とする。

地区の特性を考慮し、それぞれ次のように土地利用を誘導する。
（Ａ地区）　低層住宅地としての良好な居住環境の維持・保全を図る。
（Ｂ地区）　低層及び中層の住宅を主体とした良好な居住環境の維持・保全を

図る。

土地利用の方針の実現に向けて、次のように建築物等を誘導する。
（Ａ・Ｂ地区）　敷地面積の最低限度、壁面の位置及び高さの最高限度について
　　　　　 制限する。

鶴の原地区 地区計画 決定事項

面      　　  積 約 13.6ha

地 区 計 画 の 目標

土 地 利 用 の 方 針

建 築 物 等 の
整 備 方 針
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　80㎡ 
　ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。
⑴　告示日において、現に建築物の敷地として使用されている土地で当該規
定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物
の敷地として使用するならば当該規定に適合しないこととなる土地につい
て、その全部を一の敷地として使用するもの

⑵　公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地
として使用する土地

　建築物の壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、0.5ｍ
以上としなければならない。
　ただし、物置、車庫その他これらに類する用途に供する建築物で、高さが
３ｍ以下で、かつ、軒の高さが2.3ｍ以下のものについては、この限りでない。

地区の
名　称

地区の
面　積

建築物の敷地
面積の最低限度

A地区

約8.6ha

B地区

約5.0ha

壁  面  の
位置の制限

２　前項の規定は、告示日において、現に存する建築物又は現に建築、修繕
もしくは模様替えの工事中の建築物の敷地として使用されている土地で前
項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地とし
て使用し ( 道路、公園その他これらに類する公共施設の用に供した場合は
除く。)、かつ、当該建築物について告示日に存する建築物の高さの最高
限度を超えない範囲内において建築する場合は、適用しない。

建  築  物  の
高さの最高限度

１　建築物の高さの最高限度は、
13ｍとする。
　　ただし、階段室、昇降機塔、装
飾塔、物見塔、屋窓その他これら
に類する建築物の屋上部分の水平
投影面積の合計が当該建築物の
建築面積の８分の１以内の場合に
おいては、その部分の高さ３ｍ
までは、当該建築物の高さに算入
しない。

１　建築物の高さの最高限度は、
11ｍとする。
　　ただし、階段室、昇降機塔、装
飾塔、物見塔、屋窓その他これら
に類する建築物の屋上部分の水平
投影面積の合計が当該建築物の
建築面積の８分の１以内の場合に
おいては、その部分の高さ３ｍま
では、当該建築物の高さに算入し
ない。

「区域、地区の区分及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」



所有者A

所有者B
80㎡未満

所有者C

①既に建築物が建っている敷地の場合 ②公衆便所等の公益上必要な
　建築物の敷地の場合

③隣接する土地が他人の所有のため、
　広げることができない敷地の場合
 （所有者Bのケース）

80㎡未満

80㎡未満

●建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、隣地境界線から 0.5m以上後退します。（A地区・B地区共通）
【適用除外（後退部分に建築可能なもの）】
　物置、車庫その他これらに類する用途に供する建築物で、高さが 3ｍ以下かつ、軒の高さが 2.3ｍ以下のもの

壁面の位置の制限

●敷地面積の最低限度は 80㎡です。（A地区・B地区共通）

【適用除外 (建築可能となる敷地 )】
　平成25年７月25日より前に既に建築物の敷地や土地の面積が80㎡未満である以下の①～③の場合は、建物を
建てることができる敷地となります。

（地区計画を定める前） （地区計画を定めた後）

○
建築可能な敷地

例①

例②

280m2

150m2

100m2

○
建築可能な敷地

○
○

○

80m2

○
建築可能な敷地

100m2

×
建築することができない敷地

70m2

○
建築可能な敷地

80m2

敷地面積の最低限度

道路境界線

隣地境界線

物置等物置等

建築物

道
路
境
界
線

隣
地
境
界
線

建築物の
建てられる
範囲

0.5m以上

0.5m以上 隣地境界線

壁面を後退する部分
0.5m以上

道路境界線



Ａ地区 Ｂ地区

11m

A地区：11ｍ
B地区：13ｍ

最高高さ
３ｍ

最高高さ

13m

３ｍ

平成25年7月25日より
前に既に建っている建築
物で、A地区において高
さが11m、B地区において
高さが13mをそれぞれ
超えている建築物の場合

平成25年7月25日以後、
新たに建築する場合、元の
高さまでは建築すること
が可能

建築できる高さの最高限度▼
建築物の高さの最高限度▼

●建築物の高さの最高限度については、以下のとおりとします。

建築物の高さの最高限度

地　区 最高の高さ

Ａ地区 11m

Ｂ地区 13m

【適用除外①】
　　　 水平投影面積の合計が当該建築

物の建築面積の１／８以内の場合
においては、その部分の高さ３ｍ
までは、当該建築物の高さに算入
しない。

【適用除外②】
　　　 告示日において、現に存する建築物又は現に建築、修繕もしくは模様替えの工事中の建築物の敷地として

使用されている土地で、当該地区計画の建築物の高さの最高限度の規定に適合しないこととなる土地に
ついて、その全部を一の敷地として使用し（道路、公園その他これらに類する公共施設の用に供した場合は
除く。）、かつ、当該建築物について告示日に存する建築物の高さの最高限度を超えない範囲内において建築
する場合は、適用しない。

○

○

○


